
在宅医療について
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＜在宅医療を取り巻く現状＞
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2005年(実績) 2030年 2055年

75歳～
1,164( 9%)

65～74歳
1,412(11%)

20～64歳
7,783(61%)

～19歳
2,418(19%)

総人口
1億2,777万人

総人口
1億1,522万人

総人口
8,993万人

75歳～
2,266(20%)

75歳～
2,387(27%)

65～74歳
1,401(12%)

65～74歳
1,260(14%)

20～64歳
6,305(55%)

20～64歳
4,290(48%)

～19歳
1,550(13%)

～19歳
1,057(12%)

万人 万人 万人

歳歳 歳

2010年～
生まれ

2010年～
生まれ

65歳～人口

20～64歳人口

１人
３．０人

今後の出生率の動
向により変化

今後の出生率の動
向により変化

１人
１．７人

１人
１．２人

注：2005年は国勢調査結果（年齢不詳按分人口）。

○我が国の人口構造の変化を見ると、現在１人の高齢者を３人で支えている社会構造になっており、尐子
高齢化が一層進行する2055年には１人の高齢者を１．２人で支える社会構造になると想定

人口ピラミッドの変化（2005，2030，2055）- 平成18年中位推計 -

出典）社会保障・人口問題研究所 日本の将来推計人口（平成18年12月推計） （出生中位・死亡中位） 82
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2008年 2025年 増加率

（単位：千人）

（単位：％）
2008年 2025年

増加数
（千人）

増加率

全国 28216 36354 8135 28.8%

増
加
率
高
位

1 沖縄 237 355 118 49.7%

2 埼玉 1361 1997 636 46.7%

3 千葉 1233 1736 503 40.8%

4 神奈川 1715 2404 689 40.2%

5 愛知 1419 1940 521 36.7%

増
加
率
低
位

43 鹿児島 447 513 66 14.8%

44 山形 317 361 44 13.8%

45 秋田 315 358 43 13.5%

46 高知 215 241 26 12.2%

47 島根 207 226 19 9.2%

都道府県別の65歳以上人口の増加率

出典）2008年データ 「総務省統計局 人口推計年報」、 2025年データ「国立社会保障・人口問題研究所日本の都道府県別将来推計人口（平成19年5月推計）」をもとに、厚生労働省にて作成
65歳以上人口増加率 高 低

83



0 

200 

400 

600 

800 

1,000 

1,200 

1,400 

1,600 

1,800 

26 30 40 50 60 元 5 15 25 35 45 55 6567

(千人)

実績値

推計値

平成52年(2040年)

１６６万人

出典）平成21年までは厚生労働省大臣官房統計情報部「人口動態統計」
平成22年以降は社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口(平成18年12月推計)」(出生中位・死亡中位)

平成昭和

死亡数の年次推移
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※1994年までは老人ホームでの死亡は、自宅に含まれている 出典）厚生労働省 「人口動態調査」

死亡場所の推移

9.1%

78.4%（病院）

2.6%

0.1% 1.1%（老健）
1.5%

3.2%（老人ホーム）

82.5%

12.4%（自宅）

5.9%
2.4%（診療所）
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2.4%（その他）
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■６５歳以上人口１０００人あたりの在宅療養支援診療所の都道府県別分布

在宅療養支援診療所（１）
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出典）在宅療養支援診療所数 厚生労働省「平成20年医療施設調査」 65歳以上の人口:  総務省統計局統計調査部国勢統計課「平成20年 人口推計年報」

全国平均（０．４１）
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在宅療養支援診療所

平成18年度～

診療報酬上の制度として、新たに「在宅療養支援診療所」を設け、これを患家に対する24時間の窓口として、
必要に応じて他の病院、診療所等との連携を図りつつ、24時間往診、訪問看護等を提供できる体制を構築

在宅療養支援診療所の届出状況：１２５５２件 各地方厚生局調べ（平成２２年10月1日現在）

○保険医療機関たる診療所であること
○当該診療所において、24時間連絡を受ける医師又は看護職員を配置し、その連絡先を文書で
患家に提供していること

○当該診療所において、又は他の保険医療機関の保険医との連携により、当該診療所を中心として、患家
の求めに応じて、24時間往診が可能な体制を確保し、往診担当医の氏名、担当日等を文書で患家に提供
していること

○当該診療所において、又は他の保険医療機関、訪問看護ステーション等の看護職員との連携により、患家
の求めに応じて、当該診療所の医師の指示に基づき、24時間訪問看護の提供が可能な体制を確保し、訪
問看護の担当看護職員の氏名、担当日等を文書で患家に提供していること

○当該診療所において、又は他の保険医療機関との連携により他の保険医療機関内において、在宅療養患
者の緊急入院を受け入れる体制を確保していること

○医療サービスと介護サービスとの連携を担当する介護支援専門員（ケアマネジャー）等と連携していること
○当該診療所における在宅看取り数を報告すること等 等

在宅療養支援診療所の要件
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■時間外往診の数（直近半年における月平均の回数）

在宅療養支援診療所（２）

出典）長寿科学総合研究事業 入院医療と在宅ケアの在り方に関する調査研究 H19～２１年総合報告書

42.0% 49.2% 5.9% 2.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0回 1回以上5回未満 5回以上20回未満 20回以上

n=2,531

■半年間の看取り数

45.1% 44.9% 6.5% 3.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0人 1人～4人 5人～9人 10人以上

n=2,558

■在宅医療に関する研修の受け入れの可能性

9.9% 19.4% 70.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

長期の研修（1か月以上）の受け入れが可能 短期の研修ならば受け入れが可能 受け入れ不可能

n=2,503
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13% 42% 38% 7%

零細型 小規模型 大規模型中規模型

２．５～３人未満 ３～５人未満 ５～１０人未満 １０人以上

看護職員１０人以上の大規模ステーションは全体の約１割弱看護職員５人未満の零細・小規模ステーションは全体の約半数（５５％）

■居宅サービス利用者および訪問看護利用者の推移

■訪問看護ステーション人員の実態

出典）介護給付費実態調査(各年5月審査分）

訪問看護（１）

千
人

出典）日本訪問看護振興財団,2005（平成17）年度訪問看護基礎調査報告書

居宅サービス全体の利用者数は伸びているが、訪問看護サービス利用者数は横ばいである。

小規模事業所が多い（５人以下の「零細型・小規模型」が５５％、７人以上の「大規模型」は７％）
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■訪問看護ステーション数の変化

277

4,730

5,434

0
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事業所数

訪問看護（２）

出典）厚生労働省「介護サービス施設・事業所調査」
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出典）介護サービス給付実態調査

■短期入所（ショートステイ）利用者数の経年変化

＊特養等の短期入所生活介護
平成１３年→平成２１年 ２．５倍

ショートステイの現状
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病院（短期入所療養介護） 老健施設（短期入所療養介護） 特養等（短期入所生活介護）

＊老健・病院等の短期入所療養介護
平成１３年→平成２１年 １．５倍
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重症心身障害児の親のサービスニーズ

13.0%

16.2%

40.9%

41.6%

42.9%

43.5%

43.5%

46.1%

48.1%

57.8%

59.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

電話相談

複数人数訪問（ペア訪問等）

居宅以外への訪問

同行受診

きょうだい児に対する支援

2時間以上の長時間滞在看護

専門家（臨床心理士等）によるカウンセリング

宿泊を伴う一時預かり

外出支援

親同士の交流（ピアカウンセリング）

日中一時預かり

出典）（財）日本訪問看護振興財団 平成21年3月
重症心身障害者の地域生活支援に関する調査研究事業

■重症心身障害児の親のサービスニーズ
重症心身障害児の親のサービスニーズとして「日中一時預かり」、「親同士の交流」、「外出支
援」、「宿泊を伴う一時預かり」などのニーズが高い。
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